（別紙1）

Ⅰ　事業の目的（又は成果） 
1　整備事業

2　推進事業

Ⅱ　事業の内容及び計画（又は実績）
1　整備事業の対象となる事業の内容等
(1）事業費（産地基幹施設等支援）
	関係市町名
	
	事業実施主体名
	
	地区名
	
	施設の所在地
	

	メニュー
(対象作物・畜種等名)
	事業概要


	受益
	総事業費
(A)+(B)
	負担区分
	
竣工予定
又は
完了年月日
	担保
金融機関名
融資名
融資金額
償還年数
その他
	備考

	
	
	人数
	面積、出荷量、
処理量又は頭羽数
	
	町補助金
(A)
	その他
(B)
	
	
	

	（例）
土地利用型作物
(麦・大豆）
	
	人
	ha､ｔ､頭
	円

	円

	円
	
	
	

	合　計
	事業費
	
	
	
	
	
	

	
	附帯事務費
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	


（注）1　本表は、原則として事業実施計画書ごとに一葉として作成すること。
2　「メニュー（対象作物・畜種等名）」の欄については、配分基準通知別表1－2－①のメニューの欄のうち該当する取組名を記入すること。なお、(対象作物・畜種等名)について、土地利用型作物で種子生産を対象に事業を実施する場合は、作物名の後に種子と記入すること。また、複数作物を併記できることとする。その他、作物の限定のない取組にあっては記入不要とする。
3　「事業概要」の欄については、実施要綱別表1のⅠのメニューの欄のうち該当する事業内容を記入するほか、整備する施設の規模、処理量等を含めて記入すること。
4　「担保」の欄には、交付対象物件を担保に供し、自己資金の全部又は一部を金融機関から融資を受けようとする場合に、金融機関名、融資名、融資を受けようとする金額及び償還年数その他必要な事項を記入すること。
5　食品流通の合理化を目的とする取組にあっては、「対象作物・畜種等名」及び「受益」の欄は記入不要とする。
6　地域提案の場合にあっては、「備考」の欄に「地域提案」と記入すること。
7　事業内容によって交付率が異なる場合は、交付率ごとに区分し、交付率を「備考」の欄に記入すること。
8　「備考」の欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち町補助金○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」と記入すること。

(2）附帯事務費
	
	事業内容
	事業費
	負担区分
	備　　考

	
	
	
	補助金
	

	
	 旅費
 需用費
 役務費
 使用料及び賃借料　他
	 　　　　　　円
       　　　円
       　　　円
       　　　円
	
	


　　　　　（注）1　事業内容欄は、農林水産省生産局長等が別に定める附帯事務費の使途基準により記入すること。
2　事業費欄及び負担区分欄は、事業内容欄の経費ごとに金額を記入すること。

2　推進事業の対象となる事業の内容等
(1）事業費
	区　　　　　　　分
	事業概要
	総事業費
(A)+(B)
	負　　担　　区　　分
	備　　　　考

	
	
	
	町補助金
(A)
	その他
(B)
	

	先進的農業
経営確立支援タイプ
	　
	
	円

	円

	円
	

	
	(1）融資主体型補助事業
	別紙A
	
	
	
	

	
	(2)追加的信用供与補助事業
	別紙A
	
	
	
	

	地域担い手
育成支援タイプ
	(1)融資主体型
	
	
	
	
	

	
	

	ア　融資主体型補助事業
	別紙A
	
	
	
	

	
	
	イ　追加的信用供与補助事業
	別紙A
	
	
	
	

	
	(2)被災農業者支援型
	
	
	
	
	

	
	
	ア　融資等活用型補助事業
	別紙A
	
	
	
	

	
	
	イ　追加的信用供与補助事業
	別紙A
	
	
	
	

	
	(3)条件不利地域型
	別紙A
	
	
	
	

	合　　　　　計
	事業費
	
	
	
	
	

	
	附帯事務費
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	


（注）1「事業概要」の欄については、別紙Aを添付すること。
2「備考」の欄については、政策目的ごとに、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち町補助金○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入するとともに、同税額を減額した場合には計及び合計の欄の備考の欄に合計額(「除税額○○○円　うち町補助金○○○円」)を記入すること。

(2)附帯事務費
	
	事業内容
	事業費
	負担区分
	備　　考

	
	
	
	補助金
	

	
	 旅費
 需用費
 役務費
 使用料及び賃借料　他
	 　　　　　　円
       　　　円
       　　　円
[bookmark: _GoBack]       　　　円
	
	


　　　　　（注）1　事業内容欄は、農林水産省生産局長等が別に定める附帯事務費の使途基準により記入すること。
2　事業費欄及び負担区分欄は、事業内容欄の経費ごとに金額を記入すること。


Ⅲ　経費の配分及び負担区分

	区分
	総事業費
(A)+(B)
	負担区分
	備考

	
	
	町補助金
(A)
	その他
(B)
	

	
1　整備事業
ア　事業費
イ　附帯事務費
2　推進事業
ア　事業費
イ　附帯事務費

	 円
 
	 円
 
	 円
	

	合計
	
	
	
	




Ⅳ　事業完了（予定）年月日　　　　　　年　　月　　日

Ⅴ　収支予算（又は精算）
　1　収入の部
	区分
	本年度予算額
（又は本年度精算額）
	前年度予算額
（又は本年度予算額）
	比 較 増 減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	 1　町補助金
 2　その他
	 円
	 円
	 円
	 円
	

	合計
	
	
	
	
	



　1　支出の部
	区分
	本年度予算額
（又は本年度精算額）
	前年度予算額
（又は本年度 予算額）
	比 較 増 減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	1　整備事業
2　推進事業
	 円
	 円
	
	 円
	
（注）　年　月　日

	合計
	
	
	
	
	


(注）間接補助事業者に対し間接交付金を交付している場合は、実績報告の際に備考欄に間接交付金の交付を完了した年月日を記載すること。

Ⅵ　添付書類
　1　実績報告の際は以下の資料を添付すること。
(1)整備事業　①財産管理台帳の写し　②事業実績内訳明細書（別紙2）
(2)推進事業　強い農業・担い手づくり総合支援交付金実施要綱第4に定める別紙様式1号の2の(1)及び(2)に定める計画書の様式に準じた資料(成果目標及び配分基準ポイントに係る項目については省略可)。
(注） 申請の際の添付書類については、以前に実施した事業で提出又は公募により採択された場合であって当該年度において既に提出している資料については、内容の改正等がない場合にあっては省略することができる。


